
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

違憲訴訟の会 

 

発行：安保法制違憲訴訟の会 

No：３ 2017 年１月 25 日 
〒150-0031 
東京都渋谷区桜丘町 17－６ 
渋谷協栄ビル 2 階 
電話 03-3780-1260 
FAX  03-3780-1287 

Mail：iken.soshou@gmail.com 
 

女たちの安保法制違憲訴訟 
2 月 10 日、第 1 回口頭弁論 

傍聴へのご支援をお願いします 
安保法違憲訴訟「女の会」事務局 亀永能布子 

106 人の女性が原告となって東京地方裁判所に提

訴した裁判の第 1 回口頭弁論が、2/10 東京地裁で行

われます。過日行われた進行協議では、原告弁論に 60

分を要求する私たちに対して、裁判長は 20 分が限度

と強硬な態度で、「結婚披露宴のスピーチでも 20分も

聞くのは辛い」と述べました。裁判長は、これまで東

京地裁で行われてきた安保法制違憲訴訟の弁論で、原

告のみなさんが切々と訴えた胸に迫る陳述を知って

いるはずです。そのような陳述を聞くのは辛いと、公

式の場で発言する裁判長にのけぞりました。思わず出

た軽口であるにしても、いやそうであればなおさら、

裁判を結婚披露宴になぞらえるという「発想」は、私

たちが原告も代理人も女であるからではないかと思

わざるをえません。男性の代理人相手にこんな言葉を

公式の場で発するでしょうか？ 

私たちが女性たちだけで違憲訴訟を起こした理由

の一端が、この裁判長の態度に示されています。国の

違憲・違法な新安保法制の制定・施行によって、憲法

に保障された私たちの権利が侵害されました。その権

利とは、憲法制定権・平和的生存権・人格権ですが、

特に、私たちの裁判では、法の成立過程でも、法の内

容においても、女性の代表権が奪われ、女性の権利が

侵害されたと訴えています。 

女性にとって、戦争は特別な影響と被害をもたらし

ます。戦争は女性の身体と性を道具にします。戦時性

暴力（日本軍「慰安婦」制度）や、今なお世界の戦争

で支配の手段として行われている女性への集団レイ

プ、米軍基地周辺で繰り返される女性に対する性暴力

犯罪や殺人事件。女性に対する暴力は、戦争・軍隊と

一体化してその装置として組み込まれています。それ

だけではありません。戦時体制への国民の動員は、過去

に経験したように、性別役割分業と家父長制による女性

支配を強めます。しかし、国会では、女性にかかわる問

題は一切審議されませんでした。唯一、女性と子どもが 

登場したのは、安倍首相が、アメリカの軍艦に女性

と子どもが乗っているフリップを使って、「日本の女

性と子どもを守るために自衛隊が米艦船を護衛しな

ければならない」と、強弁した時だけです。これは嘘

で、アメリカの軍艦が他国の民間人を乗せて救護す

ることはありえません。安倍首相は、戦争加担を正

当化するために、女性と子どもを利用したのです。

「女・子どもを守るために」という論理は、たとえ

ば、沖縄戦で起きた悲惨な「集団自決」が「生きて米

軍の捕虜になれば女は強かんされ殺される」と住民

を脅し、「玉砕」に追い込んだ構造と同じものである

ことを思い起こさねばなりません。 

 また、私たちはこの裁判で、「武力による紛争解決

モデル」が社会的に承認されることによって暴力と

差別が蔓延し、平和と民主主義、基本的人権の尊重

という憲法で守られた生活の土台が掘り崩されてい

くことも訴えていきます。みなさまのご支援と、第 1

回口頭弁論の傍聴をよろしくお願いします。 

 
第 1 回口頭弁論 行動予定 
2017 年 2 月 10 日（金）東京地裁 103 号法廷 
15：00 開廷（14：30  傍聴券受付締切り） 
安保法制違憲訴訟・女の会連絡先 
anpo4ikenjyo@gmail.com 
16：00 記者会見 
17：00～18：00 報告集会（参議院議員会館） 
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安保法制が憲法に違反し、人格権や平和的

生存権、憲法改正決定権を侵害しているとし

て、原告 497 名が一人当たり 10 万円の損害賠

償を求めた国賠訴訟第２回口頭弁論が、12 月

2 日、午前 10 時半から東京地裁で開かれまし

た。当日は、早期結審・門前払いを意図する国

側が、意見陳述を行わず、原告側のみの意見陳

述となりました。原告団 30 名と満員の傍聴者

約 100 名が見守る中、原告の３人と代理人弁

護士３人の計 6 人がそれぞれ「憲法に違反し

た安保法制が、いかに人格権、平和的生存権が

侵害しているか」について陳述しました。 

 

原告の本望隆司さんが船員として 

原告の本望隆司さんは、タンカー等の船舶の乗

組員として長年勤務してきた船員の立場から「イ

ラン・イラク戦争の際には、ペルシャ湾通行の船

舶は 407 隻が被弾し 333 人が死亡、317 人が負傷

した。しかし、日の丸を描いた日本船は被害ゼロ

だった。それは日本には憲法 9条があり、日本が

どこの国にも武力で加担しない中立国であると

の認識が国際的に確立していたからだ」と指摘。

そのうえで、「2 次世界大戦中に民間の船舶が徴

用されたが、攻撃対象となって日本の船員の約半

数が犠牲になった。これを繰り返さないという

『船員不戦の誓い』は日本の海運界の切実な願い

だ」と訴え、「しかし、政府が憲法 9 条の精神を

捨て海外での武力行使が可能になるなら、日本の

船舶もテロや戦争に巻き込まれる危険が高まる

こととなる。その危険性に恐怖を感じる。」と陳

述しました。 

 

原告の牟田満子さんが被爆者として 

原告の牟田満子さんは、長崎原爆で被爆し

た被爆者として陳述。9歳の時被爆し、母と妹

を亡くした被爆体験と戦後のつらい人生に触

れながら、「戦争さえなければ、原爆さえなか

ったらと何度も思った。戦争を心から憎み、こ

れまでの人生を踏みにじってきた戦争を許す

ことができない」と訴え、「昨年 9月の安保法

制の強行採決を見て、こんな法律を作った政

治家たちは戦争のことは何もわかっていな

い。絶対にあの悲劇は繰り返してほしくはな

い。被爆者の願いをどうか受け止めてくださ

い」と語りました 

原告の安海和宣さんが牧師として 

原告の安海和宣さんは、キリスト教会の牧

師として、「平和憲法のブランド、和を重んじ、

敵対する相手にさえ敬意をはらう精神は、キ

リストの教えと一致する。」と語り、「安保法制

の施行は、宗教活動が制限され・迫害を受ける

のではないかという不安と危惧を抱かせるも

のだ。」と訴え、戦時中のキリスト教への迫害

に触れ「231 人の牧師が逮捕され 300 以上の教

会が閉鎖。戦争への協力をさせられた。戦争法

によって海外で活動する宣教師たちの命と宣

教を危険にさらすリスクが格段に高まること

となる。宗教者として安保法制の違憲性が証

明され、廃止されることを願いつつこれから

も声を上げてまいります」と陳述しました。 

 

東京地裁：差し止め訴訟 12 月 2 日 
第２回目の口頭弁論 原告が意見陳述 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 
国賠訴訟第 2回報告集会を開催、150 名が参加  
 

また、伊藤真弁護士が今日の第 2回

口頭弁論の内容について報告。「今日

は、国側の答弁書にある『原告の主張

する権利は保護するに値しないもの

で、憲法問題は争点にならない』とす

る主張への反論を意見陳述した。平和 

的生存権、人格権、憲法改正決定権について、原告代

理人の弁護団３人が述べ、原告の３人が具体的権利

侵害の内容を陳述した。」と報告しました。 

また、意見陳述を行った原告の 3人や、代理人の弁

護士がそれぞれ発言し、陳述の内容の報告や感想を

述べました。 

その後、11 月 22 日に東京地裁へ国

賠訴訟の第 2 次提訴を行った原告代

理人の角田由紀子弁護士が「865 人の

原告で第2次提訴を11月 22日に行っ 

た。今後。第 1次提訴 457 人の原告団 

と併合し総勢1322人の原告団として裁判を進めるこ

ととなる。」と報告しました。そして、集会参加者と

の意見交換を行い、「違憲訴訟女の会だが、106 人の

女性だけの原告で提訴した。1月 17 日にシンポジウ 

 

ムを開催し、2月 10 日が第 1回公判だ。ぜひ参加

を！」「さらに原告団を増やし提訴を全国に拡大す

べきだ。」「原告団の全国組織をぜひ！」「今日は傍

聴の抽選がなかったが、傍聴席がほぼ満席になっ

た。絶えず世論が監視していることを裁判所に示

すためにも、満席になるよう声を掛け合おう」等

の意見や報告が出されました。 

最後に、寺井一弘弁護士が全

国の状況と今後の方向について

ふれ、「現在まで、4638 名の原告

が集まり、東京・福島・高知・大

阪・長崎・岡山・埼玉・長野・神

奈川・広島・福岡の 11 カ所 14 の 

提訴を行っている。今後、京都・山口・大分・札

幌・宮崎・群馬・鹿児島が続く予定だ。また、沖

縄のたたかいと連動するため、沖縄でも提訴を準

備し、2017 年の 3 月までには 20 カ所の裁判所で

提訴したい。また、原告弁護団の全国ネットワー

クも結成しているが、原告団の全国的集会なども

検討したい。」と報告し、集会を終了しました。 

 

 
東京地裁―差し止め訴訟／第２回口頭弁論 

12 月 21 日報告集会を開催 120 人が参加 
 12 月 21 日午前 10 時から東京地裁で東京の差し

止め訴訟の第 2 回口頭弁論が開かれ、裁判終了後、
午後 1 時から参議院議員会館 101 会議室で裁判の
報告集会が開かれました。 

 
司会は杉浦ひとみ弁護士で、開会挨拶を

違憲訴訟の会共同代表の寺井一弘弁護士

が「早期結審を許さず、東京での国賠訴訟

は 2017 年３月と６月、差し止め訴訟は４

月と 7月（予定）に口頭弁論が継続でき 

る。京都は昨日、原告 100 人、弁護人 50人で提訴、山口

は 12 月 26 日に提訴、１月には札幌、大分、３・29 安保

法制施行１年目に向け、群馬、宮崎、鹿児島、沖縄とつづ

き、〈女の違憲訴訟〉も含め 20 カ所以上で運動が進んで

いる」と報告しました。 

裁判終了後、13時から参院議員会館で、150 名が

参加して報告集会が開催されました。 

集会は、杉浦ひとみ弁護士の司会で進められ、主

催者を代表して違憲訴訟の会共同代表の寺井一弘

弁護士が挨拶し「国側の意図は、違憲かどうかを争

わず門前払いすることだ。我々の力で裁判所を追い

詰め、監視しなければ、即刻、却下される恐れがあ

る。一歩もひかない覚悟で、たたかい続けていかな

ければならない」と訴えました。 

 

 

古川健三弁護士は、「政府側

は、差し止めの対象は行政処分

で、安保法制は行政処分ではな

いので却下を主張しているが、

数十年前の考え方だ。今は国民 

の権利の実効的救済の観点から広く認められ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ている。ひどい厚木判決でも、自衛隊機を飛ばすこと

も行政処分と認めている。国側は違憲性は争わないと

言うが、重大な憲法秩序の破壊だ」と報告しました。 

黒岩哲彦弁護士は、「原告陳述に国側は反対したが、

裁判所は訴訟指揮だと一蹴した。ただ、代表的な原告

の陳述は４月でいったんけじめをとも言っている。国

側は、平和的生存権は憲法にはあるが『権利』ではな

いと主張しているが、名古屋高裁判決は権利と認めて

いる」と報告しました。 

 

船員の竹中正陽（まさはる）さんは、「日本の繁栄

は曲がりなりにも平和国家だったから。イラン・イ 

ラク戦争でも、甲板に日の丸を描いていると攻撃さ

れなかった。集団的自衛権が発動されると当事国に

なり、必ず攻撃される。日本の商船 2600 隻が世界中

で 24 時間動いている。４月に船員予備自衛官制度

ができ、フェリー２隻が自衛隊の管理下に入った。

契約には『島嶼防衛で自衛隊や米兵の輸送、世界中

の公海に行ける設備の整備』とある。市民運動、労

働運動、法廷闘争が一体となりがんばりたい」と語

りました。 

 

 

 

次に、福田護弁護士が差し止め訴訟の現状につい

て報告。「厚木騒音訴訟では、自衛隊機の飛行差止を

最高裁は『総合判断』として覆した。安保法制違憲

訴訟では、①外国軍に弾薬提供など兵站活動をする

法律だ、②違憲立法は平和的生存権と憲法制定権を

侵害と主張し、『憲法改正決定権』という新語を作っ

た。国側は、違憲の訴えは事実に基づかないので却

下を、法制定は権利侵害ではないと主張。南スーダ

ンでは PKO５原則は崩れており、『救い出すため武器 

使用』の任務付与など憲法論と位置付けていく。差

し止め訴訟の第３回は４月 14 日（金）10：30 を確

認、第４回は７月に被告の主張と予想。また、人格

権、違憲問題、平和的生存権、裁判所の違憲審査権

について憲法学者などの書面での協力を求めてい

きたい」と説明しました。 

最後に憲法学者として、志田陽子さんが「憲法改

正決定権とは、改正した覚えがないのに改正したと

同じ事態になっていること。人格権とは、自分が耐

えられないと思ったことが基礎だ」と具体的な例で

説明。飯島慈明さんは、「南スーダンでの新任務付与

は憲法違反という憲法学者の声明は、文章でもめた

が予想外に 101 人も賛同した。戦闘捜索は目の前で

戦闘が行われていても実施できる。二日前に国連総

会で『平和への権利』が採択された」等と報告しま

した。 

報告集会後、原告交流会も初めてもたれました。 

 

 

 

 

原告の田中熙巳（てるみ）さんは、長崎原爆の被

爆者で、被団協事務局長。「当時 13 歳で、３日後に

入った長崎市内は、焼けこげた数百の死体が転がり、

生きていてもハエや蛆がたかった人たちが何百人も

放置されていた。叔母や叔父、祖父は大やけどで、

別の叔父は放射能で一週間後に亡くなった。生々し

い話はトラウマにもなる」と苦渋の発言。「米軍占領

下では、自分の願いや苦しみ、症状を語ることは許

されなかった。今も１万 5000 発の核兵器が存在し、

戦争で核が使われる可能性がある。陳述では、戦争

が起きたらどうなるか考えてほしいと訴えた。被爆

者はほとんど亡くなり、胎内にいた子も 70 歳になっ

た。核兵器不使用条約の署名運動を進めたい」と決

意を述べました 

原告の小倉志郎さんは元原発技師。「原発が武力攻

撃にいかに耐えられないか体験してきた。日本はそ

れを海岸に 50 基以上並べている。北朝鮮のミサイル

が危ないとか言うが、ゲリラ攻撃で電源や海水系の

機器は簡単に壊せる。チェルノブイリは事故から 30

年以上たっても、住むことも子どもを育てることも

できない。軍隊は役に立たない。役立たないものは、

あっても仕方がない」と訴えました。 

この日陳述しなかった原告の城森（きもり）満さ

んは、東京大空襲の被害者。「一晩、２時間半で 10 万

人以上が焼き殺された。300 数十機のＢ29 が雨あら

れと焼夷弾を落とした。小学６年生のときで学童疎

開をさせられていたが、両親と弟が亡くなり、叔父

と近所の人が迎えに来た。調布の農家に引き取られ、

着る物もなく、中学卒業と同時に就職した。市場で

盗んでトラックで孤児院に運ばれる孤児も多かっ

た。ようやくかちとった平和、９条で未来の基礎が

できたのに、集団的自衛権や駆けつけ警護など、ご

まかしの論理で若い世代を危険にさらす動きだ。命

が一番大事。死ぬまで９条を守り抜きたい」と語り

ました。 

原告の高橋俊敬さんは、「亡き父は学徒出陣で中国

に。中国の農民を狩り出して巨大な要塞を築いたが

ソ連軍にやられ、逃げる途中に中隊長命令で朝鮮人

兵士を『脱走兵』として軍刀で殺した。父はその手

ごたえを生涯、忘れられなかった。硫黄島で一緒に

遺骨回収した自衛隊員に訊くと、入隊の理由は家庭

の貧困が多い。彼らを戦場に送ってはならない」と

語りました。 

原告の発言 

差し止め訴訟の現状について 
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南スーダンの首都ジュバで、2016 年 7 月に政府

軍と反政府軍による大規模な武力衝突が発生、民間

人にも多くの被害が出ました。国際連合はこれに対

し、特別調査を実施、調査報告書が発表されました。

その要約版を角田弁護士が訳しました。 

 

1. 背景 

2016 年７月８日から 11 日にかけて南スーダンの

ジュバで起きた危機では、３日間にわたる激しい戦

闘があり、その結果多くの民間人、国連南スーダン派

遣団（UNMISS）の２人の平和維持活動隊員が死亡

し、南スーダンの大統領サルバ・キールと彼のもとで

前第一副大統領であったリェク・マシャールの脆弱

であった和平合意を崩壊させた。 

2016 年８月 23 日、国連事務総長は、独立特別調

査委員会を設立し、2016 年７月の上記の危機の２つ

の側面の調査を命じた。１つは、UN ハウスとして知

られている UNMISS の本部の内外とその隣接する

国内難民（IDP）27000 人以上が居住している２つの

民間人保護区域（POC）における性暴力を含む民間

人に対する暴力で、もう１つは、国連の職員や支援に

従事している人々や地元の労働者が働いていたテラ

イン・キャンプ（民間の建物）でのそれらの人々に対

する武装兵士たちによる強盗や暴行や強姦や殺人行

為である。 

調査とそれに基づく評価により、この２つの注目

すべき場面において、事務総長は、特別調査委員会が

さらに今後の改善のための提言も行うべきと命じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 調査結果 

＜危機の前＞ 

1200 人以上の武装勢力を伴ったジュバへの前第

一副大統領のリェク・マシャールの帰還は、和平合意

の実施の重要な始まりとして追及された。安全上の

危険にも関わらず、事務総長の特別代表、国際安全ア

ドバイザー、政府軍の将軍らの強い反対を抑えて、こ

れらの反対勢力の兵士たちは UN ハウスと POC サ

イトから１km 未満のところに配置された。 

暴力が起きる数週間前に、UNMISS と人道支援コ

ミュニティには、ジュバでスーダン人民解放軍

（SPLA）と反対勢力の人民解放軍（SOLA-IO）間の

争いに再発の予兆あると分かっていた。UN ハウス

の近くで戦闘が起こるかも知れないという早期の警

告にも関わらず、UNMISS は、予見できたシナリオ

に対して適切に備えなかった。 

＜危機の間＞ 

活発な対立の前線に立たされて、危機の間、

UNMISS は極めて難しいいくつもの状況に直面し

た。大砲、戦車、武装ヘリが全て使用され、時には UN

ハウスの数ｍ先で使用された。３日間の戦闘により、

２人の中国の平和維持活動隊員が殺され、数人が怪

我をし、UN ハウスの 182 棟の建物が銃弾やグレネ

ードランチャーや迫撃砲弾を撃ち込まれ、何千人に

も上る国内避難民が POC サイトから保護を求めて

UN ハウスへ逃げ込んだ。 

特別調査委員会は、重要な UNMISS の要員のリー

ダーシップの欠如が混乱を招き、暴力への対応がで

きなかったとした。民間人に関して、UNMISS と合

同作戦センター（JOC）の努力にも関わらず、危機の

前、危機の最中を通じて、UNMISS 全体を通じた統

合された調整が不十分であった。国連の方針で求め

られていたにも関わらず、JOC と警備情報作戦セン

ター（SIOC)がいずれも設置されていなかったため、

警備対応をバラバラに行う結果になった。 

制服組の軍隊は統一された命令の下で作戦を行わ

なかった。結果、中国、エチオピア、ネパール及びイ

ンドの４国からの兵士で構成された軍隊は、様々な、

時には相反する命令を受け、結局 UN ハウスにいた

1800 人以上からなる歩兵団を活用することがなか

った。 

2016 年、ジュバで発生した暴力とそれに対する UNMISS の対応についての 

国連独立特別調査報告書――エクゼクテイブのための要約版の抜粋 

                        （角田由紀子仮訳） 
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＜政府及び反政府勢力の役割＞ 

特別調査委員会は、南スーダン民間人保護の責任

は、最初から南スーダン政府にあることを強調した。

危機の間、政府軍と反対勢力とは互いに無差別に戦

火を交わし、国連の施設及び POC サイトを攻撃し、

民間人を攻撃し、その結果、POC サイト内の 20 名

以上の IDP が死亡し、何十名もの人が負傷した。政

府軍兵士は、テライン・キャンプを攻撃し、戦闘後に

POC 周辺で起きた民間人に対する性的暴力を行っ

たと示唆される。 

＜テライン・キャンプ事件＞ 

UNMISS は、UN ハウスから 1.2km しか離れて

いないテライン・キャンプの状況に責任がある。７月

11 日に政府軍がテライン・キャンプに暴力的に押し

入ったとき、そこにはおおよそ 70 名の民間人がいた。

彼らには、テライン・キャンプの職員及び居住者が含

まれており、そのうち５名の国連職員は UNMISS が

保護の任務を負っていた人々であり、国連の安全保

障の枠組みと UNMISS の広い民間人保護の対象に

なっていた多数の人道活動家もいた。兵士たちが強

奪行為を始め、住居に突入したとき、居住者たちは直

ちに国連の安全責任者と UNMISS にそのことを通

報した。攻撃の間、民間人は攻撃の対象となり重大な

人権侵害を目撃した。人権侵害には、殺人行為、侮辱、

性的暴力及び政府軍兵士による拷問と同様な行為が

含まれる。 

JOC は、これに直ちに対応するため様々な要求を

したが、いずれの UNMISS の派遣団もそれらの要求

に応じることを拒否した。UN ハウスの状況はこの

とき混乱のままであり、職員居住部分に数千人の

IDP がおり、多数の武装した男たちは POC サイト

３の周辺を脅迫しており、武装した多数の政府軍兵

士は引き続き国連の正門前イエイ街道にいた。 

19 時頃までに、南スーダン国立安全サービスのメ

ンバーは、テライン・キャンプのほとんどの居住者を

救出したが、３人の女性の国際人道活動家は残され

た。結局、NGO が送った民間警備会社が７月 12 日

のおおよそ午前７時に３人の女性人道活動家を救出

した。 

＜性的暴力＞ 

戦闘後数週間に亘ってジュバの POC サイトの周

辺で民間人に対する性的暴力が増加した。９月２日

の事案では、攻撃者は POC1 からわずかに数ｍしか

離れていない UNMISS の兵士たちからも UN 警察

官からも丸見えの場所で、女性が攻撃された。女性が

悲鳴を上げているにもかかわらず、彼らは何もしな

かった。 

危機の後、軍隊と警察の部隊は、民間人を性暴力や

その他の便乗した攻撃から守るために適切でない危

機回避的態度をとり続けた。危機から２カ月以上経

っても、UNMISS はいつも行っていた徒歩でのパト

ロールや立歩哨や夜間の周辺部でのパトロールをま

だ行っていない。UNMISS がパトロールを行うとき

は、武装した職員用の車の小さな穴から外部を覗き

見るもので、犯罪実行者を捜査するには不適切なや

り方である。 

＜略奪＞ 

戦闘の終了によって UN ハウス周辺地域には、広

範囲にわたり略奪が行われた。世界食糧機構（WFP）

及び、種子と農業用機械及び器具を保管していた食

料及び農業機構（FAO）の倉庫も略奪被害にあった。 

＜POC の挑戦（困難なこと）＞ 

UNMISS が、POC サイトの中及び周囲に警備を

提供することは困難である。数千人の人々が住む事

実上の小さな町である POC サイトを守ることは、

UNMISS あるいはいかなる平和維持活動の能力を

も超えたものであり、不合理な期待を高める。

UNMISS は、POC サイトは数年間存続するだろう

し、UNMISS は警備の提供と POC の民間性を維持

するために鍵となる役割を有していると認識してい

る。特別調査委員会は、準備不足、効果的でない命令

とコントロールと危険回避的あるいは「内向きの」態

度は、地域の人々や人道活動団体の人々の UNMISS 

軍や警察に対する信頼と信用を失うことになってし

まったとした。 

 

3. 提言 

特別調査委員会の調査結果と結論に基づき、以下

の行動がなされることを提言する。 

＜UN 事務局に対して＞ 

●DPKO、DFS と事務総長室は、平和維持活動隊員

が民間人を守れなかったことを表明する。事務局

は、平和維持活動隊員による性的搾取の訴えがあ

ったことを明らかにするために、確立された全面

的で組織的なフォローアップ手続きを活用する。 

●軍事事務所を含む DPKO は、以下の処置を取るべ

きである。 

 ○新任の軍隊司令官に、命令、実行の規則の実施及

び兵力の使用についての国連本部の展望及び期

待に関する明確なガイドライン及び指示を与え

６ 



る。 

 ○すべての UNMISS の大隊司令官等には、英語に

よる命令を確実に与える。 

 ○軍隊派遣国からの経験ある平和維持活動隊員及

び将校の移動訓練サポートチームを設立し配備

する。これらのチームは、性的暴力に関する訓練

及び DPKO 及び DFS のガイダンスに基づき民

間人保護の訓練を含めた訓練シナリオを使う。 

●DPKO 及び DFS は、派遣団の司令官及び女性兵

士及び女性警察官のための現存する効果的な訓練

プログラムへの支援を増やす。 

●DPKO 及び DFS は、戦闘関連の性暴力及びそれ

を含めた民間人保護の訓練シナリオを提供するた

めに、現在の軍隊司令官及び副軍隊司令官の指導

プログラムを見直す。  

●DPKO、DFS 及び DSS は、彼らの使命が、定期的

に机上訓練及び予行演習を通じて試行された所定

の強力な緊急プランを有していることを明確にす

る。 

●安全保障理事会決議 2304 の実施を明確にする。特

に、地位協定違反及び行動の自由の制約、UNMISS

軍及び計画された地域防衛軍のための武力の行使

（robust action）を明確にする。UNMISS の２つ

の武力を地域防衛軍の配置との関係で「１つの使

命、１つの軍」として明確な命令及び声明として表

明する。UNMISS と地域防衛軍は、同一の戦闘規

則のもとでの武力の行使及び行動指示の自由につ

いて同じ権限を有する。 

＜ＵＮＭＩＳＳに対して＞ 

●UNMISS 軍隊は、民間人を性暴力を含む身体的暴

力から守るための命令を実施するため、従来のや

り方を直ちに変更しなければならない。 

●定期的にシナリオに基づいた訓練を実施し、命令

の実施の予行演習を行わねばならない。 

その際には、武力使用の規則を用い、統合された

危機対応計画により、避難及び救出を含めて、重要

な行為者と共に最も危険なシナリオと悪いケース

への備えを行い、POC サイトの警備に関して軍と

国連警察及び国連保安部隊（UN Security ）との

間の責任に関しては FPU から軍に引き継がれる

が、これに限定されない。 

●ミッションサポート（Mission Support）は、国連

保安部隊と共に、以下を含む起こりうる危機に対

する備えを行う。 

 ○UN ハウスの事業部分及び睡眠スペースに近接

した場所に直接あるいは間接の火事から人々を

守るために避難所を建設する。 

 ○UNMISS の職員に強い支援のメッセージを送

るために、UN ハウスにトラウマ・ケアと負傷兵

輸送用ヘリコプターの能力を向上させ、必要で

あれば、一時的にそのケアと能力のギャップを

埋めるために民間人を雇い入れる。 

●主席安全アドバイザーは、国連の部局、資金及び安

全プログラムの必要性が安全計画の中で優位に置

かれているようにする。彼は、さらに、国連安全職

員に、国連安全管理システムと「共に生きる」枠組

みの下で、非 UNMISS 職員への責任をしっかりと

自覚させる。そして、国連部局と人道支援 NGO の

安全への関心を持たないことは、懲戒に、場合によ

っては免職になることを明確にしておく。 

＜南スーダン政府に対して＞ 

テライン・キャンプ攻撃への捜査は、攻撃者に責任

を取らせるもので、その手続きは透明で、素早く、

信頼できるものでなければならない。最高の地位

にある軍人及び政治家から、人道活動家、救援活動

家及び民間人に対する暴力は許されず、違法であ

り、起訴され処罰されることをはっきりと公衆に

示す。 

＜国連安全保障理事会に対して＞ 

●移動の自由の制約、軍の地位に関する協定違反行

為、国連職員が病気のために退避することへの妨

害行為は許されないことを示すために理事のあら

ゆる権限を全て使う。理事会のメンバーは、南スー

ダン政府を含めて安全保障理事会の任務の実施を

妨害する国々に政治的経済的制裁をさらに加える。 

＜軍隊及び警察官派遣国に対して＞ 

●DPKO 及び DFS に対して、文書で、軍隊は、国

連の建物の敷地と軍司令官に命じられた POC サ

イトを取り囲む周辺地での徒歩パトロール及び日

夜に亘る立歩哨を、喜んで行い、かつ、できること

を確認する。そのために、戦闘規則を最大限活用

し、地元の民間人との交流を改善し、民間人、人道

活動家及び国連職員を守る命令を実施する。兵隊

及び警察官を派遣する国々は地上軍団が訓練され

ており、指示に従い、DPKO による不十分な活動

には責任を負うことを明確にしておく。 

●警察官派遣国は、地域警備と性暴力の被害者及び

被害経験者に接触できるように、もっと多くの女

性警察官を派遣する。 
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全国の提訴・裁判の状況（期日はいずれも 2017 年）

提訴地 裁判の内容 次回期日 提訴地 裁判の内容 次回期日 

東京 

国賠 3 月 3 日 10:30 大阪 差止・国賠 2 月 22 日 15:00 

差止・国賠 4 月 14 日 10:30 岡山 国賠 3 月 22 日 14:30 

女の会 国賠 2 月 10 日 15:00 広島 差止・国賠 3 月 8 日 16:00 

札幌 差止・国賠 未定 山口 国賠 未定 

福島（いわき） 国賠 4 月 26 日 13:30 高知 国賠 1 月 31 日 14;00 

神奈川（横浜） 差止・国賠 1 月 26 日 15:00 
福岡 

国賠 3 月 14 日 14:00 

埼玉 国賠 3 月 8 日 11:00 差止・国賠 4 月 12 日 14:00 

長野 国賠 2 月 3 日 10:30 長崎 国賠 2 月 27 日 1:10 

京都 国賠 未定 大分 国賠 未定 

 

 

違憲訴訟を支える会に入会を！
「安保法制違憲訴訟を支える会」では会員を募集しています。会費は年 3000 円で、 

裁判の実費や裁判に関するニュースの発行費用などに使用します。会員となって、 

歴史的画期的な安保法制違憲訴訟を支え、全国のたたかいを前進させましょう。 

入会をぜひお願いします。【現在会員数 1092 名】 

安保法制違憲訴訟の 
原告になりませんか？ 

「原告になります」と書いて、FAX してください！

こちらから詳細をご案内します。 

FAX：03-3780-1287 

住所・氏名（ふりがな）・電話・FAX・メールアド

レスも忘れずに！Web でのお申し込みも可！

http://anpoiken.jp/ 

東京１次訴訟 第 3 回口頭弁論 

国賠訴訟：3 月 3 日 10 時 30 分 103 号法廷 
傍聴券は抽選予定 

差止訴訟：4 月 14 日 10 時 30 分 103 号法廷 
傍聴券は抽選予定 

・ インターネットで「傍聴券交付情報」で検索。東京

地裁の抽選の情報が分かります。

�

入会方法 
会費：年会費として 1 口 3000 円（何口でも可）を

払い込んで下さい。 

振込先【ゆうちょ銀行からのお振込み】 

ゆうちょダイレクトの場合（※インターネットバン

キング）口座記号・番号：00140-514288

ATM の場合 口座記号・番号：001405-514288

窓口の場合 口座記号・番号：00140-5-514288

口座名義：安保法制違憲訴訟を支える会

【その他の金融機関からのお振込み】 

店 番：〇一九（ゼロイチキュウ）店（019） 

預金種目：当座  口座番号：0514288 

口座名義：安保法制違憲訴訟を支える会 

安保法制違憲訴訟を支える会 

〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台 3-2-11

 連合会館内 平和フォーラム気付 

tel.03-5289-8222 fax.03-5289-8223  

E-mail soshou.sasaeru@gmail

８ 

http://anpoiken.jp/

